

















































































































ロ ン ドン 32.3 % 30.2 % 28.0 % 
ニューヨーク 29.5 31.8 32.1 
東 京 4.9 12.5 21.2 
フランクフJレト 5.8 2.9 2.2 




















































































































イナス Oですので， トータルをすると，大阪圏がマイナス 6万のために，全体的にマイナ
ス3万になっているわけです。ということで東京だけが，大阪などとは違う独自の道を歩
み始めました。大阪・名古屋が斜陽化一一斜陽化というのはちょっと表現がよくありませ
んけれども一一今までの成長とは違うパターンを続けているの応対して，東京は相変わら
ず成長過程にあったということが言えるかと思います。それが結局は，今日の東京への一
極集中という形へ拡大していくわけです。
今日でも，東京だけは人口も成長しているという乙とで，今度の四全総でも，乙れはど
ういうふうにしてやるのかわかりませんけれども，今のトレンドで予測しますと，昭和75
年には東京圏3500万人ぐらいになるのではなし、かと。昭和60年が約3000万人ですから，今
後15年間で500万人ぐらい人口がふえるかもしれない。しかし 500万人もふやしたのでは
困るからということで，今回の回全総では，無理やり人口3300万人と規定しました。で
は乙の 200万人をどういうふうにして減らすかというのは今後の問題ですけれども，そう
いう乙とで東京だけが非常な集積を果たすようになってきています。
石原:転換期を迎えた東京改造
乙ういう状態ですので，東京はほかの都市とはやや趣を異lとしていまして，低成長期lζ
は都市というのは本来内部の再編成をする時期です。今まで大きな波がいろいろあります
が，これは大ざっぱに言って一一私が乙んなことを言っては申しわけないのですが，宮本
先生あたりがお話しいただく筋合いかもしれませんが一一コンドラチェフの「長期波動」
というのがありますが，そういう波動を見ていますと，当時の世界をリードする国，例え
ば19世紀時代のイギリス，そして20世紀前半から後半にかけてのアメリカの都市政策と長
期波動とを関連させてみますと，非常におもしろい現象が出てまいります。と申しますの
は，長期波動の方では1840年の終わりから50年にかけてが景気の落ち込みの谷と言われま
すが，そのときに出てまいりましたのが皆様もご承知の，初めの公衆衛生法といいますか
パブリック・ヘルス・アクトが47年で出てくるわけですが，要するに都市の労働者の住宅
の質を高めていくような政策をとらなければいけないという乙とで，都市のスラム・クリ
アランス的な形を提唱されるというような乙ともあります。
それでは景気がよくなってきた1870年代というのは一体どうなっているかといいますと，
ポートサンライトとかヴォーンビノレなどの郊外の，今でいうニュータウンの建設が非常に
華やかな時代でもありまして，乙ういう提案がなされました。
それでまた景気が落ち込むことになるわけですけれども，そういう落ち込みを発生して
いるとき， 1900年の初頭ですけれども，我々都市計画の方では，エベネッツアー・ハワー
ドの「ガーデン・シティーJというのは有名な話ですけれども，これは成功しなかった。
というのは，ちょうどタイミング的に悪かったということがいえるわけです。乙れが成長
期であれば成功したと思いますが，ああいうニュータウンをつくるということを提案しで
も，当時は景気の停滞期でした。ですから，結局うまく L、かなかった。レッチワースとか
ウエルウィンなどのニュータウンを，ガーデン・シティーをつくりましたけれども，乙れ
があまりうまくいかなかったというのも，その辺lζ原因があろうかと思います。
しかしそういう中で，町の中でのいろいろなことを考えてみますと，その次の成長期と
いう形は，アメリカにおきましては大変な都市ブームでして，郊外への発展ということが
起こってまいりますので，乙ういう時代は新しい地域制などを考えてコントロールしない
とどうにもならないぐらいの状況が， 1920年代の初頭まで続くわけです。そして結局，ど
承知の大恐慌になるわけです。乙ういうときにニューディール政策をとっていくわけです
が，そのときの住が，もちろんTVA計画とかいろんなものがありますけれども，都市に
おいてはスラム・クリアランスが住になってきて，都市再開発というものが大きな目標に
なりました。
そして戦後の成長期になりますと，イギリスをはじめ，各国ともニュータウンというも
のが非常に発展していくということで，今度の低成長期に一体どういう政策を行うべきか
ということになりますと，やはり大きな流れとしては，成長が停滞している時期は，何と
いっても都市の再生，再開発というものを住にした政策が中心で、ある。ところが東京とい
うのは，ほかの都市よりは成長率が高い。しかも東京だけがほかよりも人口なども伸ばし
ているということになりますと，全体的な傾向としては，都市の再生を中心にして行って
いかなければなりませんけれども，東京圏の場合には，これプラス周辺開発という両面作
戦を展開してし、かなければならない状態になっています。
そ乙で，先ほども高橋先生の方から東京の人口の動態とかいろいろな乙とを言われ，イ
ンナー・シティー問題が東京で発生しているかどうかというチェックをされているようで
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すが，私も実は荒川区とか北区の計画を多少お手伝いする機会がありまして，まさに東京
のインナー・シティーというのは，北区であり荒川区であるといえると思います。北区は
人口も減り，工業出荷額も減り，いろいろな指標は全部マイナスです。そういう中で，ど
うにかして，この地域にも投資をし再生していかなければならないが現在の投資の傾向は，
必ずしもそういう方向を向いていませんで，何か成長の方向を向いている。東京の現在の
投資の方向は，どちらかというと埋め立て地等の新開発という形での投資へ指向していま
す。 13号埋め立て地の再生などは明らかに新開発です。事務所需要の吸収をしてい乙うと
いうことで，そういう新開発により事務所床の供給量を拡大していく。住宅地の供給量を
拡大するために効外に新しいニュータウンをつくると同じように，現在の東京の地価高騰
ということの直接的な原因は，先ほど言いました国際化等による業務機能の拡大というこ
とがありますので，これを受けとめるために，新たにそういうところをつくっていこうと
しているわけです。そういうところに勢力がどんどん吸い込まれていきますと，結局は北
区などのインナー・シティーを抱えているところが，取り残されてしまって，そういうと
ころへの投資や，政策が等閑視されてしまう。
今回，第2次のマイタウンの構想という乙とで.rマイタウン東京一21世紀への新たな
展開」という形で第2次の東京都長期計画が作成されました。この計画の中で大きな柱に
なりましたのが，実は都庁の移転と臨海部の再開発といいますか，開発です。私も委員の
一人として参加していまして，いろいろ文句を申し上げました。東京の港を今さら充実す
る必要はないのだ，むしろ港を閉鎖してしまえと申しまして，大分ひんしゅくを買いまし
た。そういうこと去りは，鉄道にしても，特に北部から東部にかけての鉄道の密度が低い
という乙とで，舎人新線など，新しい交通ルートを聞いて，乙の地域の再生のきっかけを
与えていかなければいけない。こういう地域の再生を図ることが，いま当面の大きな課題
ではないか。もちろん新開発のいろいろな乙とをやっていくことも必要かもしれないけれ
ども， しかしこういう方向へ進むのが筋道ではないかという乙とで大分苦情を申し上げた
わけですが，なかなか採択されません。一々地元に入って，折衝して一一先ほどの森ピル
などは割合早くできた方ですけれども，ネチネチと時聞をかけて町をっくり変えていくと
いう面倒くさい仕事は非常にやりにくいということもあって，ついついやはり華々しくや
っていくことができる新開発など、の方へ投資が傾斜してしまいます。今回の第2次素案の
投資のプロジェクトのいろいろな採択を見ましでも，ほとんどそちらの方へ傾斜した形に
なっています。
確かに東京は成長するという一つのポテンシャルがありますので，成長期という形での
新規開発ということが，ある面においては必要であることは否定しません。しかし全体的
には東京の成長はもう最盛期にきているという乙とが私の考え方です。そういう視点から
都市計画の新しい流れというものを見ていきたいと考えますと， レジュメ「環境保全から
新しい都市構造の構築へとJとありますのは，新しい流れというわけではありませんけれ
ども，そういう背景をもとに考えてまいりますと，東京の場合は，下町，あるいは隅田川
沿岸を新しく開発する。環境保全ということはもちろんですが，保全をするためには新し
くそういう開発を対応させていかなければいけない あるいはスーパー堤防をつくってい
かなければいけないし，そういうことで=親水空間をつくるということを含めて，長期計画
では川の手地区といわれている所を何とか整備・開発していくとともに，新しい都市の構
築を考えていくことがまず第一点ではなし、かと思います。
石原:転換期を迎えた東京改造
都市計画というと，何かものだけつくるような感じを受けるかもしれませんけれども，
本来は税制その他にいろいろなものに対していろいろ物申してL、かなければ本当の意味の
制度にはならないし，あるいは所有権等の法制上の問題の改革などもいろいろお願いして
いかなければいけないのではないかと考えているわけです。
我々が現在研究素材としてやっていますのは一一乙こには書いてありませんけれども一
道路というのは絶対的に公共空間だというふうなことをやめて，一部私的利用も加味して
いくような，何かそういう混合的な空間構成も考えるべきではないかということで，いろ
いろ提案をしています。例えば，いま話題になっていますのは，王子線という首都高速の
新しい路線がありますが，乙の王子線の下をショッピング街にしてくれなし、かという地元
からの要請も出ています。そういう乙とも可能ではなし、かと考えます。道路占用とかいろ
いろなことだけではなくて，場合によると用地買収をせずにその一部を区分所有の形でで
きないかというようなこともいろいろ考えながら，新しい都市開発のシステムを考えてい
く時期にきていると思います。
それから先ほど言いましたように，外縁的な発展より内部への再編成ということが強く
言われています。実はこれは非常に園ることなのですけれども，都心部で、人口が減ってい
るという乙とで，乙の間も夜間人口を基本とする議員の選出で，議員定数 1名あたりの有
権者数の差を3倍以内におさめなければいけないとか何とかといわれるのですけれども，
いま千代田区あたりが5万で一人の都会議員を選出していますが，これが少なくなったら
千代田区から議員を出さなくてもいいのかという乙とになると，これは大問題です。これ
はしゃくし定規に考えるべきなのかどうかわかりませんけれども，そういうこともありま
して中央区では，事務所をつくったら，何とかしてフロア面積と同じだけの住宅をつくれ
という条例をつくって，できるだけ住宅をふやさないと夜間人口はどうにもならないとい
うことをいま言っています。そういうこともあって，都市の再居住という乙とが非常に大
きな話題になっていまして，こういうものの新しい進め方をどうするかという乙とが，い
ま都市の内部再編成の一つの課題になっています。乙ういう細かいことはし、ろいろありま
すけれども。
それとともに昭和58年から，特l乙中曽根総理の強い発言によりまして，規制緩和策がい
ろいろ言われ，建築基準法の改正なども行われました。今までは木造3階は禁止していま
したが，これが認められるとか，あるいはガソリンスタンドの上があいているのはもった
いなし、。ガソリンスタンドの上にも居住空間をつくってもいいんじゃないか，爆発の危険
というのはそれほど高くはないということで，今そういう実験もされています。果してい
いのかどうか，あまりにも行き過ぎの規制緩和というのはちょっと問題がございまして，
乙ういうものはよく検討した上でなさないと，例えば環状7号線以内は第l種住専を第2
種住専に変えろと言われますけれども，地区計画制度を適用しながら変えるのは構わない
けれども，そうでなく無定見に変えていくということは必ずしもよくなL、。容積率をふや
せというふうな乙とを承知すると，民間の活力が発揮できるといいますけれども，果して
そういうものだろうかと思います。しかし乙ういう方向へ行っている乙とは事実ですので，
これをどういうふうにうまく誘導していくかということで，例えばこういう問題にしても，
新しい誘導地域制とかいろいろな制度の導入を図りながら考えていく必要性があろうかと
思っています。
それから，景観の問題という乙とで，そこにいろいろ書いてありますけれども，アメニ
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ティーというものに対する要請は次第に高まってきていますので，現在の都市空聞を美し
くしていくための努力が，都市計画の一つの大きなねらいですので，乙ういう乙ともぜひ
今後気をつけてやってし、かなければいけないのではなL、かと考えています。
非常にはしよりましたけれども，ここで一応私の話を終わりたいと思います。
